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一定の成果をあげた組織改革、 　　　　　
さらなる躍進を目指して

　平成最後の年度となったこの１年間、日本の少子化現象は止まることなく、出生数は92
万１千人となり、ついに近年３年連続で100万人を割り込みました（2018年12月、厚生労働
省発表）。これは、およそ50年前の第２次ベビーブーム期の約半数であり、少子化はますま
す深刻な事態だといえます。
　この状況において、国は2017年12月に「新しい経済政策パッケージ」を閣議決定し、そ
の中で、2019年10月から消費税率の引き上げを財源として幼児教育・保育の無償化を行う
ことを明記し、少子化に歯止めをかけようとしています。しかし、課題も多く手放しで喜べ
ない状況です。
　全国私立保育園連盟（以下、全私保連）の事業活動の１つに、保育三団体協議会（全私保
連、全国保育協議会、日本保育協会）による国への要望、陳情を一体的に取り組む活動があ
ります。中でも、保育三団体は無償化に関する給食費の取り扱いに関しては、利用者が負担
して施設が実費徴収する国の考えに一貫して反対してきました。特に、保育現場や会員に寄
り添うことを基本姿勢とする全私保連は、利用者や保育園の生の声を会議に届け、強く反対
をしてきました。保育現場を反映した全私保連の考え方を示す姿勢は国の子ども・子育て会
議においても変わらず、諸課題に対しても、これからも続けていきます。
　さて、ここ数年をかけて全私保連が目指し、取り組んできた「持続可能なコンパクトで効
果的な組織運営」に関する組織改革の柱の１つは執行機関の強化。つまり、各専門部等の活
動体制の再構築について、関係者の方々のご理解と協力により、各専門部等の統合や名称変
更、中長期計画の策定や役員等の若返りなど、組織運営の強化に向け、今年度は一定の成果
を見るに至りました。今後、組織が全私保連の進む方向に向かって、より一層の一体感を持っ
て進める体制を構築することができました。
　一方、組織改革のもう１つの柱である、51の加盟地域組織、9,600有余の会員施設とのよ
り密接なつながりに関しては、ブロック機能のさらなる強化を求めてブロック強化費を充実
させ、それぞれご尽力をいただいているところです。しかし、ブロックの地域性が異なり、
成果にバラツキが生じていることも否定できません。特に、会員の声を聞き入れる仕組みは
毎年の予算要望などで実を結んでいますが、逆に全私保連の活動の考え方や事業推進の想い
を現場の会員が意識され、実践に結びつけることなど、組織と会員が相互に寄り添い、思い
を共有化できるかが今後の課題といえます。
　また、日本社会が昨今抱えている児童虐待問題等の喫緊の課題に関しては、公益社団法人
として、社会への啓発、問題解決に向けた働きかけ（社会貢献活動）が、また具体的な事業
展開が全私保連には求められており、果たすべき責任といえます。
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　以上、2018年度の事業を総括し、2019年度のさらなる躍進の糧としたいと考えます。

Ⅰ　諸課題に対する対応
(1)　子ども・子育て会議
　2018年度の子ども・子育て会議は計８回開催されました。主な議題とされた事項の「子
ども・子育て支援新制度の施行後５年で経過措置の期限が到来する項目」をはじめ、「幼児
教育・保育の無償化に伴う食材料費の取扱い」「2019年度における子ども・子育て支援新制
度に関する予算案の状況」「2019年度幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査」等
について、保育現場の声に沿った意見を述べました。特に食材料費の取扱いについては５回
にわたり発言を行い、保育現場における給食は単なる食事提供ではなく保育の一環であるこ
と、そして認定区分に関わらず、すべての就学前の子どもたちの食材料費を公費負担すべき
ことを要望しました。

(2)　保育関係会議への参画
　国は今年度、保育の質とは何かといった幅広く多角的で具体的な保育の質の確保・向上に
向けた方策等の検討を行うために「保育所等における保育の質の確保・向上に関する検討会」
を設置し、９月に「中間的な論点の整理」を示しました。全私保連は同時期に保育の質に関
するプロジェクトチームを立ち上げて協議を行い、８月に開催された同検討会ヒアリングに
おいて意見を表明しました。また、「教育・保育施設等における重大事故防止策を考える有
識者会議」「保育士等キャリアアップ研修をeラーニングで実施する方法等に関する調査研
究協力者会議」「階層別保育士等キャリアアップシステム検討小委員会」の各委員の委嘱を
受け、協議に参画しました。

(3)　保育三団体協議会
　2018年度の保育三団体協議会は幹事団体を全国保育協議会が務め、臨時会を含めて計18
回の会議を開催しました。内閣府子ども・子育て会議の事前説明では、厚生労働省保育課に
対して踏み込んだ質疑と闊達な意見交換がなされました。また６月、11月の保育三団体と
しての予算・制度要望活動に向けては、保育の質の確保・向上、幼児教育・保育の無償化等
の重要課題について意見集約を行いました。なお、2019年度は全私保連が幹事団体となり
ます。

Ⅱ　保育の質を高める活動
　前述したように、子ども・子育て支援施策として「量的拡充」と「質の向上」が進められ
る中で、国は必要な財政措置を行うと共に、改めて「保育の質を確保・向上させていくこ
とが重要である」という認識の下、「保育の質に関する基本的な考え方や、具体的な捉え方・
示し方等」を検討する「保育所等における保育の質の確保・向上に関する検討会」を立ち上
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げました（2018年５月）。
　この検討会では、主として、「保育の内容面から、幅広く多角的に保育の質確保・向上に
資する方策等」について、構成員である有識者間の議論のほか、関係者（事業者団体等）か
らヒアリングを行い、５回の検討会を経て、９月に「中間的な論点の整理」が示されました。
全私保連がこの関係者ヒアリングに臨むにあたっては、保育・子育て総合研究機構が中心と
なって各専門部等が横断的な議論を深め、これまでの保育の質向上に関する活動状況報告に
加えて、保育の質の確保・向上についての見解を表明しました。
　検討会から出された、『保育の質の検討に当たっては、「子ども」を中心に考えることが最
も基本』という「基本的な視点」は、全私保連が目指す「子どもの最善の利益を保障するた
めの活動」で具現化され得るものだと考えます。各専門部等は、それぞれの専門性を深めな
がら、また状況によっては横断的に事業活動を展開し、会員施設の「質が担保された持続可
能な保育運営に寄与する」ことを目指さなければならないと再確認しました。今後も、予算
要望活動において各ブロックから寄せられた課題の整理や、調査部が９～11月に行った「ノ
ンコンタクトタイム」の調査等から見えてきた課題等の提起、さらには、各研修会等を開催
する中で寄せられた意見・要望等を全私保連の３つの運動につなげる体制作りを引き続き
行って参ります。
　また、保育の質の確保・向上を実現するためには、人材の確保・育成が喫緊の課題です。
そのために、前述の諸課題に対する対応で示したような、国が行うプロジェクトに引き続き
積極的に参画し、人材確保策をはじめとする保育施策の向上に貢献して参ります。
　一方、2018年４月より施行された保育所保育指針の策定の背景に、子育て世帯における
子育ての負担や孤立感の高まりの中で、児童虐待の相談件数の増加傾向が示されています。
このことは、保育が幼児教育の重要な一翼を担っているという自覚と共に、改めて児童福
祉施設としての在り様が問われているのだと受け止めなければなりません。全私保連が「保
育所等における保育の質の確保・向上に関する検討会」において意見表明をした、「子ども
一人ひとりを大切にする保育の重要性」の提起は、子どもの権利条約の理念をそれぞれの保
育実践で具現化する視点からも、３つの運動の１つである「子どもの育ちを支える運動」の
指針となるでしょう。社会全体で子どもを取り巻く状況を共有し課題を解決するためには、
この運動が大きなうねりを創り出す中心的な役割を担うことが期待されています。そのため
の創意・工夫を、引き続き組織全体で横断的に取り組んで参ります。

Ⅲ　全私保連としての運営課題
　全私保連は、現在9,600有余の会員施設、51の地域組織を有し活動を展開しています。こ
の数年で加盟施設には、幼保連携型および保育所型認定こども園等、新たな形態で運営する
施設の受け入れも進み、多様な会員施設に資する活動の見直しが求められています。
　全私保連はこの数年、「持続可能なコンパクトで効果的な組織運営」を目指して、組織改
革打ち合わせ会議を常任理事会直結で創設し、月１回開催して参りました。
　2018年度は、前年度からの継続課題であった「専門部・委員会」の再編を行いました。
その中で、これまでプロジェクト委員会として活動してきた「IT委員会」は、４月より「広
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報部」と合併し広報活動の機能強化を目指すことにしました。また、同じく「保育国際交流
運営委員会」は、2019年４月より「保育・子育て総合研究機構」に編入し、「研究企画委員
会」と共に「国際委員会」として全私保連のシンクタンクの一翼を担うことにしています。
さらに、「保育カウンセラー企画委員会」は「保育カウンセリング企画部」として、また、「単
価検討委員会」は「単価検討部会」として「保育制度検討会」の一部門に位置付け、より専
門性を高めて活動を行うことにしました。
　こうした「部・委員会」活動の体制の再構築に伴う規程の見直し等を行い、９月からは、
コンパクトかつ実効性のある事業展開を目指した、「中長期計画の策定」に取り組みました。
また、全国組織の公益社団法人として、全私保連の３つの柱（保育運動・制度向上運動・予
算対策運動）を理論と実践で支える組織体の在り方について議論を重ねて参りました。その
後、11月からは、「研修基本計画会議」（構成員：事務局会議構成員）を立ち上げ、全私保
連の研修事業に関して、「中長期計画を具現化するための研修体系の再構築」の議論を始め
ました。2020年８月を目途に、「全私保連研修基本計画策定」を目指します。
　組織活動のもう１つの柱である、地域組織・ブロック活動との協働・機能強化については、
ブロック強化費の充実、予算要望活動、調査・研修活動等を通じて、全私保連執行部との双
方向の関係の強化を目指しているところですが、多様な運営形態や地域の事情を集約するま
でには課題が残されていると認識しているところです。あらたに加盟が増えている認定こど
も園の会員施設等に向けた調査・研修企画等、引き続き会員の皆様から寄せられた課題の共
有化・具現化に努めて参ります。
　一方、全私保連の活動を支える財政の在り方は組織改革の重要な検討課題です。「持続可
能なコンパクトで効率的な組織運営」を盤石にするための方策を、引き続き構築して参りま
す。

Ⅳ　平成30年度事業報告
１　内閣府・厚生労働省等関係有識者会議への対応

(1)　国の子ども・子育て会議
　2018年度の国の子ども・子育て会議は８回開催されました。本連盟からは引き続き塚本
秀一常務理事が委員として出席し、保育制度検討会での意見交換や協議を基に、保育制度
検討会・予算対策委員会正副委員長会議合同会議などの議論を踏まえ、保育現場の声に沿っ
た意見表明、質疑を行いました。
　2018年度は「子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直し」をはじめ、「幼児教育・保
育の無償化に伴う食材料費の取扱い」や「2019年度幼稚園・保育所・認定こども園等の経
営実態調査」など、幅広い議題について議論がなされました。
　塚本常務理事の発言要旨や会議での議論の内容等については、「保育通信」、「全私保連
ニュース」（11回発行）において随時会員にお伝えしています。

＊2018年度子ども・子育て会議の議題は以下の通りです。
　５月28日　子ども・子育て会議（第35回）
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　　○子ども・子育て支援新制度の施行状況及び今後の課題について
　７月30日　子ども・子育て会議（第36回）
　　○子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直しに係る検討について
　10月９日　子ども・子育て会議（第37回）
　　○子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直しに係る検討について
　11月６日　子ども・子育て会議（第38回）
　　○子ども・子育て支援をめぐる課題について
　11月22日　子ども・子育て会議（第39回）
　　○公定価格について
　11月30日　子ども・子育て会議（第40回）
　　○公定価格について
　１月28日　子ども・子育て会議（第41回）
　　○子ども・子育て支援新制度に関する予算案について
　　○幼児教育の無償化について
　　○基本指針の改正方針案について
　２月20日　子ども・子育て会議（第42回）
　　○ 2019年度幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査について

(2)　教育・保育施設等における重大事故防止策を考える有識者会議
　2015年度に公表された「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のた
めのガイドライン」を踏まえ、「教育・保育施設等における重大事故の再発防止策に関する
検討会」が設置されました。そして、そこから派生した「教育・保育施設等における重大事
故防止策を考える有識者会議」が2016年度に設置され、2018年度も継続して会議が開催さ
れています。
　同会議には、保育三団体を代表して本連盟が委員の委嘱を受けており、2017年度から長
田朋久副会長が委員を務めています。
　2018年度は４回会議が開催されましたが、自治体からの重大事故検証報告についてのヒ
アリングを中心に協議が行われたため、会議内容は非公開とされました。議事概要は内閣府
HPに掲載されています。

＊2018年度教育・保育施設等における重大事故防止策を考える有識者会議の議題は以下の
通りです。

　５月22日（第６回）
　　○検証報告のあった自治体からヒアリング
　　○有識者会議年次報告（案）について
　７月17日（第７回）
　　○検証報告のあった自治体からヒアリング
　　○有識者会議年次報告（案）について
　９月６日（第８回）
　　○監査の取り組み状況について
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　２月25日（第９回）
　　○検証報告のあった自治体からヒアリング
　　○負傷等の検証について

(3)　保育士等キャリアアップ研修をeラーニングで実施する方法等に関する調査研究
協力者会議

　「保育士等キャリアアップ研修」は、2017年４月１日から都道府県を実施主体として実施
されています。この研修の受講にあたり、保育業務が忙しく研修への参加が難しいとの意見
や、島
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で運営されている保育所等では、都市部で開催される集合型の研修への
参加が難しいとの意見があることから、厚生労働省では、キャリアアップ研修の受講がしや
すくなるよう、「eラーニング」によるキャリアアップ研修の実施方法等を検討することと
しました。会議では、映像の時間、評価方法等、eラーニング研修を効果的に実施する方法
について意見交換、協議が行われました。本連盟からは菊地秀一副会長が参画し、現場に即
した意見を表明しました。会議は全４回開催されました。

＊保育士等キャリアアップ研修をeラーニングで実施する方法等に関する調査研究協力者会
議の議題は以下の通りです。

　10月23日（第１回）
　　○調査研究事業について
　　○調査研究事業に係る調査結果について
　11月12日（第２回）
　　○報告書骨子（案）について
　　○今回の論点について
　　○事例発表
　12月４日（第３回）
　　○これまでの議論のとりまとめについて
　　○研修分野別の特性に応じた事項について
　　○具体的な実施方法について
　１月９日（第４回）
　　○議論のとりまとめ（案）について

(4)　保育所等における保育の質の確保・向上に関する検討会
　厚生労働省により設置された「保育所等における保育の質の確保・向上に関する検討会」
では、保育の質に関して、「内容」・「環境」・「人材」の３つそれぞれの観点に関連して基準
等を定め、質の確保を図るとともに質の向上に資する取り組みを推進するとして検討が進
められました。８月２日に開催された第４回の検討会では、保育三団体が保育の質の確保・
向上のために取り組んでいる事業や研修について報告し、それぞれの考える保育の質につい
て説明しました。
　このヒアリングに際しては、全私保連の横断的組織として、これまで保育の質に関する研
修会や事業に取り組んできた部と委員会による「保育の質の確保・向上プロジェクトチーム」
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を組織し、数回の議論を経て、当日提出資料と意見書をとりまとめました。ヒアリングには
塚本秀一常務理事と室田一樹保育・子育て総合研究機構研究企画委員会委員長が出席しまし
た。

(5)　階層別保育士等キャリアアップシステム検討小委員会
　国により示された保育士等キャリアアップ研修ガイドラインに基づく研修が各都道府県
で実施されています。全国保育士養成協議会保育士養成研究所による「階層別保育士等キャ
リアアップシステム検討小委員会」では、保育士養成の充実と資質向上、処遇向上に資する
具体案作りのための議論が全４回（2018年度３回開催）にわたって行われました。この検
討会には平野弘和常務理事が委員として参画しました。

２　保育三団体協議会並びに関係諸団体との連携・協力
　2018年度の保育三団体協議会は、幹事団体を全国保育協議会が担い、各団体代表者・実
務者が参画する会議が計18回開催されました。子ども・子育て会議に先立って行われる厚
生労働省子ども家庭局保育課による事前説明では、踏み込んだ解説と闊達な意見交換がなさ
れました。なお、2019年度は全私保連が幹事団体となります。

(1)　保育三団体協議会の開催日
　５月７日　保育三団体協議会代表者会議（第１回）、実務者会議（第１回）合同会議
　５月25日　保育三団体協議会代表者会議（臨時会）、実務者会議（臨時会）合同会議
　６月１日　保育三団体協議会代表者会議（臨時会）、実務者会議（臨時会）合同会議
　６月７日　保育三団体協議会代表者会議（第２回）、実務者会議（第２回）合同会議
　６月20日　保育三団体協議会代表者会議（第３回）、実務者会議（第３回）合同会議
　７月12日　保育三団体協議会代表者会議（臨時会）、実務者会議（臨時会）合同会議
　８月31日　保育三団体協議会代表者会議（第４回）、実務者会議（第４回）合同会議
　９月21日　保育三団体協議会代表者会議（第５回）、実務者会議（第５回）合同会議
　10月４日　保育三団体協議会代表者会議（第６回）、実務者会議（第６回）合同会議
　11月１日　保育三団体協議会代表者会議（第７回）、実務者会議（第７回）合同会議
　11月12日　保育三団体協議会代表者会議（臨時会）、実務者会議（臨時会）合同会議
　11月14日　保育三団体協議会代表者会議（臨時会）、実務者会議（臨時会）合同会議
　11月20日　保育三団体協議会代表者会議（第８回）、実務者会議（第８回）合同会議
　11月29日　保育三団体協議会代表者会議（臨時会）、実務者会議（臨時会）合同会議
　12月７日　保育三団体協議会代表者会議（臨時会）、実務者会議（臨時会）合同会議
　１月15日　保育三団体協議会代表者会議（第９回）、実務者会議（第９回）合同会議
　１月25日　保育三団体協議会代表者会議（第10回）、実務者会議（第10回）合同会議
　２月19日　保育三団体協議会代表者会議（第11回）、実務者会議（第11回）合同会議

(2)　主な内容
○厚生労働省子ども家庭局保育課による政策・予算等説明、子ども・子育て会議に関する事

前説明および意見交換
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○幼児教育・保育の無償化に関する意見交換
○保育三団体協議会の進め方等の協議、意見交換
　＊今後も定期的に協議会を開催し、政府主催会議への対応などを中心に課題の共有、意見

形成等を行う予定です。
○例年に引き続き、2018年度も以下日程において、関係府省に保育三団体協議会連名で制度・

予算に関する要望を行いました。
　６月18日　保育三団体「2019年度保育制度予算要望について」手交（内閣府・厚労省）
　 11月21日　保育三団体「2019年度保育制度予算要望について」手交（内閣府・財務省・厚

労省）
○また、超党派議連の関係団体ヒアリングに出席したほか、震災・豪雨災害の被災地支援募

金にも保育三団体協議会共同で取り組みました。
　２月13日　超党派 幼児教育振興議連 実務者協議会の関係団体ヒアリング
　７月13日～10月31日　大阪府北部を震源とする地震および2018年７月豪雨保育三団体被

災地支援募金

◎保育三団体協議会での全私保連構成メンバー
　会長　　　小林公正（兵庫県保育協会）
　副会長　　山名照知（岡山県私立保育園連盟）
　副会長　　長田朋久（東京都民間保育園協会）
　常務理事　平野弘和（千葉県民間保育振興会）
　常務理事　塚本秀一（滋賀県私立保育園連盟）

３　保育制度・予算対策運動
　保育制度検討会と予算対策委員会正副委員長会議

＊１
は、2013年度より合同で会議を開催し、

それまでの経緯も踏まえて保育制度向上運動・予算対策運動も合同で進めてきましたが、
2018年度からは変化していく情勢により的確に対応するために、会議を単独で開催し、そ
れぞれの設置目的に特化した議論を重ねることにも取り組んできました。予算対策における
主要活動である政府・国会に対する予算要望書を作成するにあたっては、例年に引き続いて
会員からの要望事項を丁寧に聞き取ることを優先課題とし、各地域組織のご協力により前年
度末から予算要望に向けた意見集約を開始、各ブロックでのとりまとめを受けたうえで協議
を重ね、2019年度当初予算に向けた要望の基本方針を決定しました。それに基づきまとめ
られた「全私保連 2019年度 保育関係予算・制度等要望」は、６月15日開催の第１回予算対
策委員会での承認を経て、全国の加盟地域組織の予算対策委員を中心に要望活動を行うこと
で国政の場に届けることができたと認識しています。
＊１　予算対策委員会正副委員長会議は、2019年度より「予算対策会議正副議長会議」に名称変更します。

(1)　保育制度・予算対策関係会議の開催
　４月６日　第１回保育制度検討会・予算対策委員会正副委員長会議合同会議
　５月24日　第２回保育制度検討会・予算対策委員会正副委員長会議合同会議
　６月15日　2018年度第１回予算対策委員会
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　７月31日　第３回保育制度検討会・予算対策委員会正副委員長会議合同会議
　８月27日　第１回予算対策委員会正副委員長会議
　10月２日　第１回保育制度検討会
　10月10日　第２回予算対策委員会正副委員長会議
　12月６日　第２回保育制度検討会
　12月12日　2018年度第２回予算対策委員会
　１月31日　第４回保育制度検討会・予算対策委員会正副委員長会議合同会議
　３月５日　第３回予算対策委員会正副委員長会議
　３月14日　第３回保育制度検討会

(2)　署名・カンパ活動
　「子どものよりよい育ちと子育て支援の充実、保育園や認定こども園の保育をよりよくす
るための要望」署名とカンパを、各会員、各地域組織のご協力によりお届けいただきました。
寄せられた署名・カンパを基に、地域社会全体に向けて、子どもの育ちを支える環境を守り、
向上させていくことの大切さを発信していく保育制度向上運動に取り組むとともに、将来に
向けた子ども・子育てのための安定した財源確保を求める予算対策運動に取り組みました。
　集められた署名883,915名分は、12月12日開催の2018年度第２回予算対策委員会において、
小林公正会長から尾辻秀久参議院議員へと手交されました。

（最終集約数：890,314名　カンパ金総額：23,370,530円）

(3)　関連会議等の開催
　予算対策委員会が所管する「人口減少地域保育サミット」は、2018年度は第61回全国私
立保育園研究大会（名古屋大会）第10分科会「人口減少社会は限られた地域の課題なのか
─新たな制度、保育の取り組み」として開催し、70名の参加者を得ました。
　また、第29回政令指定都市会議を北九州市において開催し、13政令指定都市および東京
都からの計61名の参加者により情報交換、諸課題についての議論を行いました。
　保育制度検討会では、第61回全国私立保育園研究大会（名古屋大会）において第11分科
会「すべての子どもに求められる制度の構築に向けて─処遇改善とキャリアパスの仕組みを
学ぶ」の運営を行い、132名の参加者を得ています。また、第44回保育総合研修会（神戸市）
では、保育制度検討会単価検討部会を中心に第８分科会「すべての子どもに求められる制度
の充実に向けて─公定価格から考える制度の課題」を運営し、73名の参加がありました。

◎保育制度検討会構成メンバー
　会長　　小林公正（兵庫県保育協会）
　委員長　長田朋久（東京都民間保育園協会）
　委員　　山名照知（岡山県私立保育園連盟）
　委員　　平野弘和（千葉県民間保育振興会）
　委員　　塚本秀一（滋賀県私立保育園連盟）
　委員　　安達和世（横浜市私立保育園連盟）
　委員　　黒川恭眞（神戸市私立保育園連盟）
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　委員　　近藤　遒（大阪市私立保育連盟）
　委員　　藤森平司（東京都民間保育園協会）
　委員　　木村秀二（千葉市民間保育園協議会）
　委員　　谷村　誠（神戸市私立保育園連盟）
　委員　　望月昌幸（埼玉県私立保育園連盟）
　委員　　室田一樹（京都市保育園連盟）
　委員　　柘植信秀（名古屋市民間保育園連盟）

◎予算対策委員会正副委員長会議構成メンバー
　委員長　　　　山名照知（岡山県私立保育園連盟）
　特別副委員長　菊地秀一（札幌市私立保育園連盟）
　副委員長　　　髙橋　学（岩手県私立保育園連盟）
　副委員長　　　近藤　亮（栃木県民間保育園連盟）
　副委員長　　　辻　健次（三重県私立保育連盟）
　副委員長　　　寺田崇雄（大阪市私立保育連盟）
　副委員長　　　原　　孝（広島県私立保育連盟）
　副委員長　　　福嶋義信（熊本県保育協会）

４　保育単価に関する検討
(1)　2018年度保育制度検討会単価検討部会事業活動を振り返って
　2018年２月９日付内閣府告示「特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地
域型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定
に関する基準等の一部を改正する告示」において示された公定価格単価表をもとに、2018
年度「公定価格の保育基本分単価内訳試算表（保育所（２号、３号））」を作成し、HPあお
むし通信からのダウンロードに対応するとともに、各地域組織宛に冊子にまとめ２部ずつ発
送しました。2019年度試算表についても作成を進めているところです。
　また、2019年10月より実施される、幼児教育・保育の無償化における給食費の取り扱い
について検討するとともに、制度発足から５年後の公定価格も含めた制度全体の見直しが近
づく中、改めて全私保連が進めている公定価格単価内訳試算表の意義や、幼児教育・保育の
無償化そのものについて会員への啓発活動を行うべく、2019年度に実施が予定されている
各ブロック単位での研修の下準備を進めています。

(2)　各研修会・事業活動実績
①　2018年度公定価格の保育基本分単価内訳試算表の作成
○ 2018年度「公定価格の保育基本分単価内訳試算表（保育所（２号、３号））」が完成しました。

各地域組織に配布するとともに、HPあおむし通信での公表を行いました。
○ 人事院勧告に伴う人件費引き上げに対応した単価表を検討し、2018年度遡及「公定価格

の保育基本分単価内訳試算表」を作成しました。
②　2019年度公定価格の保育基本分単価内訳試算表の作成
○ 2019年度分の「公定価格の保育基本分単価内訳試算表」作成に着手しました。
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③　子ども・子育て会議等の進捗状況報告
○ 2019年度に向けた見通しについて、情報の収集・整理を行いました。
④　解説書・経緯表の作成
○普及のために、わかりやすい解説書を作成しました。また、内部の参考資料として保育単

価の経過がわかる推移表も継続して作成しています。
⑤　処遇改善等加算及び人事院勧告分の適正処理の検討
○処遇改善等加算および人事院勧告分について、通知や事務連絡等の分析を行い、適正処理

について検討しました。
⑥　保育総合研修会分科会の運営
○ 第44回保育総合研修会において、保育制度検討会所管の分科会運営を担当しました。「す

べての子どもに求められる制度の充実に向けて」をテーマに、主に保育所の適正運営につ
いて解説を行いました。参加者の反響を受け、2019年度は第62回全国私立保育園研究大
会（熊本市大会）においても同様の分科会を設定する予定としています。

⑦　HPあおむし通信への試算表の更新運営
○ 作成した保育単価内訳試算表をHPあおむし通信上に掲載し、ダウンロードを可能としま

した。

⑧　2019年度に予定されている「公定価格の「基本分単価」と無償化に関する研修会」で
の啓発活動の下準備

⑨　保育制度検討会単価検討部会の開催
　2018年５月22日・７月23日・10月19日・12月20日　2019年２月20日・３月25日
⑩　講演活動
○講師　長田朋久　2018年10月15日　大分県
　　　　望月昌幸　2018年５月23日　埼玉県
　　　　大森康雄　2018年６月25日　千葉市
　　　　　　　　　2018年10月23日　千葉市

◎保育制度検討会単価検討部会構成メンバー
　部会長　望月昌幸（埼玉県私立保育園連盟）

保育単価検討委員会 

件数

ア ク セ ス 数

保育単価試算表

ダウンロードページ

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

43
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　部員　　馬場幸男（東京都民間保育園協会）
　部員　　篠田哲寿（千葉県民間保育振興会）
　部員　　大森康雄（千葉市民間保育園協議会）
　部員　　馬場健二郎（東京都民間保育園協会）
　部員　　佐原美佳（栃木県民間保育園連盟）

Ⅴ　平成30年度専門部等の活動報告
１　研修活動事業…【公益事業１】

(1)　2018年度研修部事業活動を振り返って
　2018年度は、事業計画に基づく下記のテーマを中心に、理論と実践の両面から研修の企画・
運営を行いました。
　そして、研修会の企画・運営においては、研修転移（＝Transfer of Training：研修で学
ぶことがゴールではなく、研修で学んだことが現場で実践され、成果を上げることがゴール
ということ）という考えに立ち、参加者が具体的に園に持ち帰って活用できる研修を目指し
て、ファシリテーションの手法や振り返りシート等を活用し、参加者同士が共に考え、主体
的に学びを深めることができるような研修の場を心がけました。
　また、キャリアアップ研修や各地域の幼児教育振興センター、幼児教育アドバイザー、保
育の質向上のための検討会等の動向を注視しながら、保育者の主体的な学びを支える『園内
研修コーディネーター育成講座（仮）』の構築に向けて４名の研究者と共に11回の企画会議
を実施し、その基本となるシラバス（案）を完成しました。
　2019年度も引き続き、既存の研修会のさらなる充実を目指すとともに、各専門部等との
連携を深めながら、組織全体の目標（ミッション）を踏まえた、これからの研修体系の構築
を模索し、それらの企画・運営を行っていきたいと思います。
○指針・要領の改定（訂）の意味と意義を理解し、子どもの最善の利益（子どもの権利）を

踏まえた質の高い保育実践につなげる研修会の企画・実施 ⇒ 保育実践セミナー・保育総
合研修会

○（都道府県の認定に関わらず）本来あるべきキャリアアップ研修のあり方は何かを考え、
「マネジメント」「乳児保育」「幼児教育」「障害児保育」「保護者支援・子育て支援」等の
各分野を視野に入れた研修 ⇒ 保育総合研修会

○次世代の施設のリーダー（園長・園長候補）を育成する研修 ⇒ 園長セミナー
○社会福祉法人の運営する（認可保育所から移行した）幼保連携型認定こども園の実際と課

題を考えるための研修 ⇒ 全国私立保育園研究大会

(2)　各研修会・事業活動実績
①　第61回全国私立保育園研究大会・名古屋大会
　会　　期　2018年６月４日（月）～６日（水）
　場　　所　名古屋市・名古屋国際会議場
　テ ー マ　視点はいつも子どもたち─子どもと向き合う新たな文化
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　参加人数　2,308名（募集人数：2,000名）
②　第61回全国私立保育園研究大会・名古屋大会　研修部担当分科会
　第９分科会　保育所から幼保連携型認定こども園への移行を考える
　　　　　　　─その実際と今後の課題
　参加人数　120名
③　園長セミナー2018 in 軽井沢
　会　　期　2018年９月10日（月）～12日（水）
　場　　所　長野県・エクシブ軽井沢
　テ ー マ　保育をみんなで磨き高め合うために
　　　　　　─多面的な視点から園長のあり方を考える
　参加人数　47名（募集人数：60名）
④　保育実践セミナー
　会　　期　2018年10月31日（水）～11月２日（金）
　場　　所　広島県広島市・ホテルセンチュリー21広島
　テ ー マ　主体的な生活とあそびのあり方を探る
　　　　　　─新指針・要領から読み解く乳幼児期の「保育・教育の本質」を考える
　参加人数　180名（募集人数：160名）
⑤　第44回保育総合研修会
　会　　期　2019年１月23日（水）～25日（金）
　場　　所　神戸市・ANAクラウンプラザホテル神戸
　テ ー マ　保育者の当事者性を尊重した「対話」による保育実践の創出
　参加人数　654名（募集人数：750名）
⑥　全国研修部長会議
　会　　期　2019年２月12日（火）～13日（水）
　場　　所　熊本市・熊本ホテルキャッスル
　テ ー マ　活動報告・第62回全国私立保育園研究大会（熊本市大会）について・情報交換
　参加人数　80名　
⑦　園内研修コーディネーター育成講座企画会議の開催
　2018年５月27日・６月22日・７月15日・８月13日・９月３日・10月26日・11月12日・
 12月15日　2019年１月12日・２月16日・３月18日
⑧　保育・子育て総合研究機構研究企画委員会に研修部長が陪席しました。
⑨　研修部会の開催
　2018年４月23日・５月27日・６月22日・７月15日・８月13日・９月３日・10月26日・
 11月12日・12月15日　2019年１月12日・２月16日・３月18日

◎研修部構成メンバー
　部長　　朝比奈太郎（神奈川県・個人会員）
　副部長　牧野彰賢（名古屋民間保育園連盟）
　部員　　前田武司（石川県私立保育園連盟）
　部員　　松浦伸治（千葉市民間保育園協議会）
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　部員　　齊藤真弓（東京都民間保育園協会）
　部員　　米田光子（奈良県民間保育園連盟）
　部員　　佐藤祐美（札幌市私立保育園連盟）

２　保育カウンセラーの養成事業…【公益事業１】

(1)　2018年度保育カウンセリング企画部事業活動を振り返って
　2018年度は、地震、台風などの影響もありましたが、大きな問題は生じることなく、概
ね順調に事業を進行することができました。
　保育カウンセラー養成講座ステップⅠ～ステップⅢおよびステップアップの参加者数を
見ると、総数として前年比89名の減となりました。その要因の１つとして、2018年度はステッ
プⅢを毎年度１回開催としているところをステップⅡ終了者が滞留しているだろうという
予測を立て、開催時期も考慮して２回の開催としましたが、予測に反して参加者数が伸びな
かったことが挙げられます。２つ目の要因として、ステップアップについて当初予定してい
た参加定員を講座内容の都合上少人数に変更したことによるものです。しかし、参加者が減
少していることは明らかなので、参加者増加の抜本的対策を講じていく必要があると考えま
す。
　講座内容については、2014年度からプログラム内容について検討を加え、一部講師の若
返りを図るとともに、講座の継続性を担保するため将来のメイン講師の育成も視野に入れた
講師構成となりました。講座を進める中で、受講生からの講座内容に関するアンケートなど
をとおして意見を収集、その意見を部会で検討し、改善を加えることが望ましいと判断した
ことについては率直に講師に伝え、改善につなげることができました。
　このところの傾向として、価値観の多様化により、参加者の講座に対する要望・意見が多
様化・複雑化しています。受講生どうしが同室でそれぞれ５日間を共にするような、特殊な
環境下における研修であることも考慮し、主に生活面での要望・意見に対して、部会として
の限界性と講座の目的に沿って対応を行いました。
　保育カウンセラー資格認定については、44名から認定申請があり、審査の結果、全員が
認定されました。前年度と比較すると３名増となりました。資格認定審査会においては、学
識経験者の委員からは、テーマ設定が明確なこともあり、多数の申請者が講座での学びと自
分の課題や経験を的確に結びつけており、昨年度のレポートと比較すると全体的にレベルが
上がっているように感じたとの評価をいただきました。また、日本保育学会において発表し、
全私保連の保育カウンセリング講座の素晴らしさを認知してもらうことも必要であるとの
意見をいただきました。

(2)　各研修会・事業活動実績
①　保育カウンセラー養成講座
・第24回ステップⅢ　2018年６月18日～22日　於：滋賀県・エクシブ琵琶湖
　　　　　　　　　　参加者：20名
・第44回ステップⅡ　2018年７月９日～13日　於：静岡県・エクシブ浜名湖
　　　　　　　　　　参加者：46名
・第25回ステップⅢ　2018年９月３日～７日　於：静岡県・エクシブ浜名湖



平成30年度事業報告42

　　　　　　　　　　参加者：39名
・第68回ステップⅠ　2018年10月22日～26日　於：長野県・エクシブ軽井沢　
　　　　　　　　　　参加者：79名
・第45回ステップⅡ　2018年11月12日～16日　於：長野県・エクシブ蓼科
　　　　　　　　　　参加者：40名
・第69回ステップⅠ　2019年２月４日～８日　於：和歌山県・エクシブ白浜
　　　　　　　　　　参加者：57名
・第25回ステップアップ　2019年２月25日～27日　於：滋賀県・エクシブ琵琶湖
　　　　　　　　　　　　参加者：18名
②　保育カウンセラー養成講座ミニ講座
　保育カウンセラー養成講座普及のため、ミニ講座を開催しました。
・第25回徳島県　2018年８月29日～30日　於：徳島県・あわぎんホール／参加者：40名
③　第61回全国保育園研究大会・名古屋大会
・第13分科会　保育者が知っておきたい「今、家族に起きていること」─データで見る現

代の家族／参加者：63名
④　第44回保育総合研修会（神戸市）
・第６分科会　今、必要な保護者支援─保育者・保護者ともに喜びを感じる保育のために／

参加者：45名
・第７分科会　よりよい職員集団を目指して─カウンセリングの学びをいかして／参加者：

46名
⑤　保育カウンセラー有資格者のための事例検討会
　保育カウンセラー有資格者の資質向上のために、愛知県・広島県・福岡県の３会場で外部
講師を迎えて、事例検討会を開催しました。
　【愛知県】
　　・第11回　2018年７月14日　於：愛知県私立保育園連盟事務局　参加者：６名
　　・第12回　2018年９月29日　於：愛知県私立保育園連盟事務局　参加者：６名
　　・第13回　2018年12月15日　於：愛知県私立保育園連盟事務局　参加者：５名
　【広島県】
　　・第３回　2018年６月30日　於：うじな保育園　参加者：５名
　　・第４回　2018年10月６日　於：うじな保育園　中止
　　・第５回　2019年１月26日　於：うじな保育園　参加者：９名
　【福岡県】
　　・第１回　2018年８月25日　於：九州産業大学　参加者：３名
⑥　保育カウンセラー資格認定制度
　ステップⅢ修了者の専門性の向上促進のため、2010年度から「保育カウンセラー資格認
定制度」を導入し、2018年度には44名が認定され、これまでに522名の方が保育カウンセラー
と認定されました。
⑦　保育カウンセリング企画部内部研修
　外部講師を迎えて、企画部員が学びを深め、講座をより充実させるための内部研修を開催
しました。
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　・2018年８月23日14:00～17:00　於：東京都・全国保育会館
⑧　保育カウンセリング企画部会の開催
　2018年４月12日・５月24日・７月２日・８月23日・９月25日・11月７日・12月17日
　2019年１月18日・２月27日

◎保育カウンセリング企画部構成メンバー
部長　　久保　徹（広島市私立保育園協会）
副部長　北村信人（愛知県私立保育園連盟）
副部長　山根孝子（東京都民間保育園協会）　　
部員　　田嶋茂子（東京都民間保育園協会）
部員　　田中眞理（広島市私立保育園協会）
部員　　本田幸太郎（福岡市保育協会）
部員　　総毛秀子（神戸市私立保育園連盟）
部員　　富岡孝幸（東京都民間保育園協会）
部員　　三幣典子（東京都民間保育園協会）
部員　　加藤多美（愛知県私立保育園連盟）
部員　　福永磨子（三重県私立保育連盟）
部員　　石塚千恵子（東京都民間保育園協会）

３　調査活動事業…【公益事業２】

(1)　2018年度調査部事業活動を振り返って
　全私保連の予対活動、制度検討を下支えし、各専門部等と連携した調査活動を行いました。
2017年度に実施した「給食に関する調査」の報告書を「保育通信」７月号に、同じく「養
成校在校生の求職動向調査」の報告書を「保育通信」９月号に同梱しました。
　９月～11月には「ノンコンタクトタイム調査」を実施しました。久しぶりのインターネッ
ト調査となりましたが、スマートフォンを主な回答手段としたことで多くの回答を得ること
ができました。Facebook等のSNSを利用し、調査の告知を行ったことで、調査の広がりが
感じられました。調査対象、調査項目によっては、今後有効なツールとなることが予想され
ます。
　11月４日～５日には「人口減少社会の保育実態調査」のプレ調査として岐阜県石徹白地区、
高山市を訪問し、人口減少地域における保育の現状視察を行いました。この課題については
次年度以降も継続して取り組んでいきたいと思っています。
　調査部の運営については、年度当初よりペーパーレス会議、メールでの活発な意見交換に
よる会議回数の適正化により経費削減に努めました。

(2)　各研修会・事業活動実績
【Ⅰ】調査実績
①　「給食に関する調査」について
○ 保育施設にとって、ますます重要になる給食担当職員の配置基準の改善を訴えるうえで、

現在の状況把握のため調査を行いました。
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○ 2017年度全国調査部長会議において「給食に関する調査」の実施について意見交換を行い、
2017年10月17日付で各地域組織宛てに調査協力を依頼しました。調査は各地域組織調査
担当部・担当委員会によって共通の様式を用いて実施され、その集計結果は各組織で分析、
活用するとともに、全私保連調査部に提供されました。

○「保育通信」７月号に同梱し、調査報告書を会員へ配布しました。
②　「保育士養成校在校生における求職傾向調査」について
○保育施設へ就職を希望する学生が、就職先を選ぶ際に重視している点を調査するため、学

生10名程度を対象に６ブロックの養成校にインタビュー形式と書面アンケート調査を実
施しました。

○「保育通信」９月号に同梱し、調査報告書を会員へ配布しました。
③　「ノンコンタクトタイム調査」（2018年９月～11月調査実施）について
○ノンコンタクトタイムの有無により、保育士の事務時間、残業時間等がどのように変化す

るのかを探ることを目的とし、（株）マクロミルのサーバーを利用したインターネット調
査を実施しました。

○ 調査対象が保育士・保育教諭であることから、QRコードを利用し、スマートフォンから
の回答がしやすいようにしました。また、全私保連で実施している研修会等で、調査部員
によるPRとチラシ配布を積極的に行い、調査協力を呼びかけました。

○「保育通信」３月号に同梱し、調査報告書を会員へ配布しました。
④　「人口減少社会の保育実態調査」について
○プレ調査として、2018年11月４日～５日に岐阜県石徹白地区と高山市を訪問しました。
○ 2019年６月11日～13日に熊本市で開催予定の第62回全国私立保育園研究大会第11分科会
「人口減少社会は限られた地域の課題なのか」（担当：予対正副議長会議）において、プレ
調査の報告を行う予定です。

【Ⅱ】部長会議その他（研修会・部会実施）
①　全国調査部長会議開催
　2018年８月30日（木）～31日（金） 於：京都市・京都東急ホテル
　参加組織：43組織（48名参加）
　記念講演　マーケティングリサーチ基礎講座　講師　馬場りえ氏（（株）マクロミル）
②　保育・子育て総合研究機構研究企画委員会に調査部長が陪席しました。
③　調査部会開催
　2018年４月25日・６月13日・８月３日・11月23日・12月21日　2019年１月17日

◎調査部構成メンバー
　部長　　丸山　純（千葉県民間保育振興会）
　副部長　鷹橋賢淳（岐阜県民間保育園・認定こども園連盟）
　部員　　齊藤　勝（山形県民間立保育園協議会）
　部員　　松本　幸（香川県・個人会員）
　部員　　小川幸伸（和歌山市民間保育協会）
　部員　　元村健正（熊本県保育協会）
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４　保育・子育て総合研究機構 研究事業…【公益事業２】

(1)　2018年度保育・子育て総合研究機構研究企画委員会事業活動を振り返って
①　保育・子育て総合研究機構設置規程の改訂について
　第１条（目的）について、より明確に目的を伝えることができるよう、また、目的の趣旨
は変えることがないよう、文章の整理を行いました。それに伴い、第２条（名称）について
も改訂されました。
　2019年度より、保育国際交流運営委員会が国際委員会となり、保育・子育て総合研究機
構の一委員会になることに伴い、第７条（研究企画委員会）と第８条（研究調整会議）が改
訂されました。
　第８条（研究調整会議）について、これまで研究調整会議は必要に応じて開催をしていま
したが、原則として年に１回以上開催すると改訂されました。
②　国際委員会の設置の検討について
　国際機関と連携しながら、海外の保育の状況や制度等に関する情報を収集し、その評価及
び活用方法等を検討するため、2019年度より保育・子育て総合研究機構に国際委員会が置
かれることとなりました。
　2018年度はその準備のため、両委員会に下記の通り陪席しました。
・研究企画委員会への陪席
　2018年10月２日（ユリア委員長、中山副委員長、土井上委員）・10月23日（土井上委員）・
11月27日（新島委員、土井上委員）・12月25日（中山副委員長、新島委員、土井上委員）・
１月15日（土井上委員）・２月26日（ユリア委員長、中山副委員長、新島委員、土井上委員）・
３月26日（土井上委員）
・保育国際交流運営委員会への陪席
　2018年７月23日（室田研究機構代表代行・研究企画委員会委員長）
③　規程改訂および国際委員会の設置に伴う組織の改編について
○ 2019年度より、保育・子育て総合研究機構は、研究企画委員会と国際委員会の２つの委

員会構成になります。
　＊両委員会とも、2019年度内に増員を予定しています。
④　調査部・研修部・広報部との連携について
○調査部
　調査部長へオブザーバーとして研究企画委員会への陪席をお願いしました。
　また、「人口減少社会の保育実態調査」のプレ調査として、2018年11月４日～５日に岐阜
県石徹白地区と高山市への訪問をお願いしました。片山委員も同行しました。
　2019年６月11日～13日に熊本市で開催予定の第62回全国私立保育園研究大会第11分科会

「人口減少社会は限られた地域の課題なのか」（担当：予対正副議長会議）において、プレ調
査の報告をする予定です。
　関連して、第12回研究企画委員会（2019年３月26日開催）で調査部より、熊本県天草地域（上
天草市・天草市）の状況や、天草地域にある（一社）熊本県保育協会加盟園へ実施された調
査結果の報告をしていただきました。
　この調査に関しては、2019年度以降も調査部の協力を得ながら継続して行う予定です。
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○研修部
　研修部長へオブザーバーとして研究企画委員会への陪席をお願いしました。

（オブザーバー出席実績）
　2018年４月24日（丸山調査部長）・５月22日（朝比奈研修部長）・６月19日（丸山調査部長）・
７月17日（朝比奈研修部長、丸山調査部長）・８月21日（朝比奈研修部長、丸山調査部長）・
10月23日（丸山調査部長）・11月27日（朝比奈研修部長、丸山調査部長）・12月25日（朝比
奈研修部長、丸山調査部長）・2019年１月15日（朝比奈研修部長、丸山調査部長）・３月26日（丸
山調査部長）
○広報部
　「保育通信」に記事を掲載させていただきました（掲載内容は後述）。

(2)　調査研究委託事業について
○ 2017年度委託研究（委託研究契約番号順）
①　研究題目　近代以前の子ども・子育てに関する調査研究１
・研究者：慶應義塾大学准教授　松沢裕作氏
・研究内容：近代以前の日本における子ども･子育てについて、歴史学の方法によって調査・

分析しました。
・研究期間：2017年７月１日～2019年３月31日
・研究成果報告書提出締切日：2019年４月30日
②　研究題目　近代以前の子ども・子育てに関する調査研究２
・研究者：和光大学教授　太田素子氏　
・研究内容：近代的な「教育家族」（閉鎖的な直系家族で、幼児期から教育熱心な子育てを

する、概ね1960年代以降の核家族）以前の、近代移行期の家族における子育ての実態と
その性格を探りました。

・研究期間：2017年７月１日～2019年３月31日
・研究成果報告書提出締切日：2019年４月30日
③　研究題目　ローカル・ガバナンスによる地域福祉に関する調査研究
・研究者：関東学院大学専任講師　久保健太氏　
・研究内容：ローカル・ガバナンスと相通ずる哲学のもとで行われている保育実践をしっか

りと述べました。その際、その実践に潜む「学び」を丁寧に構造化することによって、保
育実践へのヒントを加盟園にフィードバックするとともに、周辺諸学との連動に寄与する
エビデンスを蓄積しました。

・研究期間：2017年７月１日～2019年３月31日
・研究成果報告書提出締切日：2019年４月30日
④　研究題目　保育者の質的キャリアアップ・キャリアパスに関する調査研究
・研究者：玉川大学教授　大豆生田啓友氏　
・研究内容：厚生労働省から保育士のキャリアパスに係る研修体系等が提案され、各自治体

および各法人はそのための研修体制の構築が求められています。しかし、保育の質的向上
につながるキャリアアップ・キャリアパスであるためには、単に必要とされる科目を学ぶ
ことや、保育者個人のスキルアップを行うことでは十分ではありません。保育の質向上の
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ためには、保育者個々のよさが生かされながら、保育の質を高め合う主体的・対話的・協
同的な園内の同僚性あるいは関係性を形成することが不可欠です。つまり、同僚性や関係
性を形成するための研修システムの構築が求められるのです。そこで、本研究では、自治
体における研修ケースを通して、保育の質向上につながる研修システムのあり方を模索し
ました。

・研究期間：2017年７月１日～2019年３月31日
・研究成果報告書提出締切日：2019年４月30日

○ 2018年度委託研究（委託研究契約番号順）
⑤　研究題目　倉橋惣三から津守眞へ　実践と思想を結ぶ保育学の研究
・研究者：ノートルダム清心女子大学准教授　西隆太朗氏　
・研究内容：倉橋惣三から津守眞へと受け継がれた人間的な保育思想の現代的意義を明らか

にするとともに、その具体像を保育の実践・観察研究によって示すことにより、実践と思
想を結ぶ新しい保育学を研究します。

・研究期間：2018年５月１日～2020年３月31日
・研究中間報告書提出締切日：2019年３月31日
⑥　研究題目　「自由な主体」が育つための保育実践に関する調査研究
・研究者：大阪経済法科大学客員研究員／著述家　山竹伸二氏　
・研究内容：民主主義の担い手が育つ保育実践の可能性を、「自由な主体」の形成という観

点から検討します。多様な保育実践の中に、「自由な主体」の形成を促す共通の原理を見
出し、その本質に焦点を当てて理論を構築、考察すると同時に、方法的可能性、実践のヒ
ントを探ります。

・研究期間：2018年５月15日～2020年３月31日
・研究中間報告書提出締切日：2019年３月31日
⑦　研究題目　人口減少社会における保育を支える地方自治体のあり方に関する研究
・研究者：横浜国立大学教授　伊集守直氏　
・研究内容：人口減少時代に入るこれからの日本において、保育サービスを支える地域社会

のあり方は多様化していくことが見通されます。本委託研究では、十分な質と量を備えた
保育サービスの供給を可能とする地方自治体の権限と財源を中心に、今後の地域社会のあ
り方を研究します。

・研究期間：2018年６月１日～2020年３月31日
・研究中間報告書提出締切日：2019年３月31日

○ 2017年度委託研究に関しては、2019年３月31日までの研究契約期間満了後30日以内に、
A4判（1,200字）30ページ以上の研究成果物電子データの提出後、研究者に対し一律30万
円の謝礼金を支払います。

○ 2018年度委託研究に関しては、2019年３月31日までに研究者から中間報告書（書式は「保
育通信」掲載を前提としています。文字数約6,000字）の提出がなされ、「保育通信」に順
次各報告内容の掲載を行います。中間報告書の提出に伴い、研究者に対し一律20万円の謝
礼金を支払います。
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(3)　「保育通信」掲載について
○ 2018年５月号
・保育・子育て総合研究機構だよりNo.６
　　委託研究・中間報告を読む手掛かり・１
　　「ローカル・ガバナンスによる地域福祉」の萌芽としての「保育＝人が生きる意味」
　　　保育・子育て総合研究機構代表代行　室田一樹
・保育・子育て総合研究機構委託調査研究・中間報告その１
　　ローカル・ガバナンスによる地域福祉に関する調査研究
　　　関東学院大学専任講師　久保健太氏
○ 2018年６月号
・保育・子育て総合研究機構だよりNo.７
　　委託研究・中間報告を読む手掛かり・２
　　保育と子育て（支援）を切り分けて論じることの疑念の糸口を近代以前に求める
　　　保育・子育て総合研究機構代表代行　室田一樹
・保育・子育て総合研究機構委託調査研究・中間報告その２
　　近代以前の子ども・子育てに関する調査研究
　　伝統社会における子育て、とくに親と地域社会の協働を中心に
　　　和光大学教授　太田素子氏
○ 2018年７月号
・保育・子育て総合研究機構だよりNo.８
　　委託研究・中間報告を読む手掛かり・３
　　私たちが生きている今に続く「近代社会」その研究の方法論とは
　　　保育・子育て総合研究機構代表代行　室田一樹
・保育・子育て総合研究機構委託調査研究・中間報告その３
　　近代以前の子ども・子育てに関する調査研究２
　　　慶応義塾大学准教授　松沢裕作氏
○ 2018年８月号
・保育・子育て総合研究機構だよりNo.９
　　委託研究・中間報告を読む手掛かり・４
　　倉橋惣三の保育論と保育者の研修の理論と実践を下支えに保育の「真」を問う
　　　保育・子育て総合研究機構代表代行　室田一樹
・保育・子育て総合研究機構委託調査研究・中間報告その４
　　保育者の質的キャリアアップ・キャリアパスに関する調査研究
　　　玉川大学教授　大豆生田啓友氏
○ 2018年10月号
・保育・子育て総合研究機構だよりNo.10
　　2018年度委託研究事業報告・１
　　「保育人間学」の構築を目指して
　　　保育・子育て総合研究機構代表代行　室田一樹
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○ 2018年12月号
・保育・子育て総合研究機構だよりNo.11
　　2018年度委託研究事業報告・２
　　「『自由な主体』が育つための保育実践に関する調査研究」について
　　　保育・子育て総合研究機構研究企画委員会委員　片山喜章
○ 2019年２月号
・保育・子育て総合研究機構だよりNo.12
　　2018年度委託研究事業報告・３
　　「人口減少社会における保育を支える地方自治体のあり方に関する研究」について
　　　保育・子育て総合研究機構研究企画委員会委員　田中嘉久
　　　横浜国立大学教授　伊集守直

(4)　その他
①　研修会、研究会等への出向
　第61回全国私立保育園研究大会（名古屋大会）（2018年６月４日～６日）第10分科会「人
口減少社会は限られた地域の課題なのか」（担当：予対正副委員長会議）へ、島本副委員長、
片山委員、田中委員、伊集委員が参加しました（室田委員長と久保委員は、構成メンバーと
して同分科会に参加）。

(5)　研究企画委員会の開催
　2018年４月24日・５月22日・６月19日・７月17日・８月21日・10月２日・10月23日・
 11月27日・12月25日　2019年１月15日・２月26日・３月26日

◎保育・子育て総合研究機構研究企画委員会構成メンバー
　機構代表　　　　　小林公正（全国私立保育園連盟会長）
　代表代行・委員長　室田一樹（京都市保育園連盟）
　副委員長　　　　　島本一男（東京都民間保育園協会）
　委員　　　　　　　片山喜章（神戸市私立保育園連盟）
　委員　　　　　　　田中嘉久（三重県私立保育連盟）
　委員　　　　　　　久保健太（関東学院大学）
　委員　　　　　　　伊集守直（横浜国立大学）

５　国際交流活動の促進事業…【公益事業１】

(1)　2018年度保育国際交流運営委員会事業活動を振り返って
　子どもに愛と平和を伝える活動をテーマに事業を展開してきました。時代の変化が激しい
現代において、自分を大事にし、人を大事にする、そのことが平和の道につながっていくよ
うな日常を保障することが必要であると思います。
　また、子どもの最善の利益を保障することは必須であり、「子どもの権利条約」に謳われ
ていることを保育の具体的な実践に結びつけることを「保育通信」などを通して提案してき
ました。その他、具体的な活動については下記に記した通りです。
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　おかげさまで、すべての事業を無事に開催し終えました。ありがとうございました。

(2)　各研修会・事業活動実績
○国際交流活動の促進
①　第61回全国私立保育園研究大会（名古屋大会）
　第12分科会「保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領を実施するため
の一人ひとりを大切にする具体的な保育─ハンガリーの保育をヒントにして」
　開催日：2018年６月５日（火）　於：名古屋市・名古屋国際会議場
　参加者：194名
②　OMEP第70回世界総会・大会参加
　2018年６月25日（月）～29日（金）　於：チェコ共和国（プラハ）　参加委員：２名
　＊「地球にやさしい保育のすすめ」英語版ブックレットを50冊配布しました。
③　「保育通信」への掲載（2018年４月号～2019年３月号）
　４月号　子どもが幸せに今を生きるために…保育園で活かす子どもの権利条約
　　　　　座談会（前編）
　５月号　子どもが幸せに今を生きるために…保育園で活かす子どもの権利条約
　　　　　座談会（後編）
　６月号　世界の教育・保育改革は（前編）
　７月号　世界の教育・保育改革は（後編）
　８月号　第61回全国私立保育園研究大会名古屋大会第12分科会報告
　９月号　「オリンピック休戦」ってご存知ですか？（東京2020参画プログラム）
　10月号　OMEP70周年記念プラハ世界大会報告
　11月号　OMEP70周年記念プラハ世界大会報告②
　12月号　OMEP70周年記念プラハ世界大会報告③
　１月号　もう一度、「権利条約」ってなぁーに？
　２月号　日本の子どもたちが国連で意見表明
　３月号　保育国際交流運営委員会が伝えたかった保育の未来
④　HPあおむし通信での情報発信（「保育園のこだわり」ページへの寄稿等）
　・シンガポールの保育園では大型扇風機が大活躍（シンガポール）
　・ビオトープ
⑤　OMEP日本理事会等への代表派遣
　2018年６月３日・11月25日　2019年１月12日・３月30日・３月31日
⑥　国際機関との連携
　・日本ユニセフ協会、UNICEF東京事務所との連携。
　・「PEACE ORIZURU」キックオフイベント参加、会員への情報発信。
⑦　組織改革に向けた体制整備
　・保育・子育て総合研究機構研究企画委員長が陪席し、打合せを実施。
　　　2018年７月23日
　・保育・子育て総合研究機構研究企画委員が陪席し、打合せを実施。
　　　2019年２月26日
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　・保育・子育て総合研究機構研究企画委員会に委員が陪席し、打合せを実施。
　　　2018年10月２日・10月23日・11月27日・12月25日・2019年１月15日・３月26日
⑧　その他
　・「保育所等における保育の質の確保・向上に関する検討会」ヒアリング対応PTへの協力

を行いました。
　・OECD加盟国給食費無償化状況報告についての協力を行いました。
⑨　保育国際交流運営委員会の開催
　2018年４月16日・５月17日・６月６日・７月23日・９月７日・10月４日・11月５日・
 12月10日　2019年１月25日・２月26日・３月18日

◎保育国際交流運営委員会構成メンバー
　委員長　　ユリア　　（愛知県私立保育園連盟）
　副委員長　中山利彦　（東京都民間保育園協会）
　委員　　　新島一彦　（埼玉県私立保育園連盟）
　委員　　　土井上丞二（石川県私立保育園連盟）

６　保育制度・保育単価検討事業…【公益事業２】

１　保育制度検討会
　前述の通り（35ページ参照）。

２　保育制度検討会単価検討部会
　前述の通り（37ページ参照）。

７　予算対策活動事業
１　予対正副委員長会議の取り組み…【公益事業４】

２　関連事業の取り組み…【公益事業１】

　前述の通り（35ページ参照）

８　子どもの育ちを支える運動の推進事業…【公益事業３】

(1)　2018年度全私保連運動推進委員会事業活動を振り返って
　「子どもの育ちを支える運動」は、「保育制度・予算対策運動」等と並び全私保連の根幹を
なす一番重要な保育運動です。当委員会では、すべての人が子どもの育ちを支える社会の実
現に向け、保護者に「子どもの育ちを伝える」ことを１つの柱に運動を展開してまいりまし
た。2018年度の子どもの育ちを支える運動研修会は全国各ブロックの協力のおかげで、６
ブロックすべてで開催することができました（参加総数898名）。また、保育総合研修会第
９分科会では全国３施設からの実践事例発表をもとに、グループディスカッションで活発な
意見交換ができました。今後は、改定保育所保育指針の中に示された「就学前までに育てて
おきたい10の姿」を基本とし、子どもの育ちを支える運動について、保護者だけではなく
社会全体に発信していく具体的な手法を模索しながら、この運動の重要さを発信していきた
いと考えます。
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(2)　各研修会・事業活動実績
①　子どもの育ちを支える運動研修会の開催
ⅰ　各ブロックでの研修会
　・子どもの育ちを支える運動趣旨説明（全私保連運動推進委員会）
　・保護者とともに子どもの心を育むために！─保育が見えれば保護者も変わる
　　　大豆生田啓友氏（玉川大学教授）
　2018年９月６日　於：中国・四国ブロック・鳥取県　参加者：150名
　2018年９月11日　於：北海道・東北ブロック・秋田県　参加者：218名
　2018年10月31日　於：九州ブロック・福岡県　参加者：130名
　2019年２月７日　於：関東ブロック・千葉県　参加者：136名
　2019年２月18日　於：近畿ブロック・西宮市　参加者：184名
　2019年３月４日　於：東海・北陸ブロック・岐阜県　参加者：80 名
　＊合計参加人数：898 名
ⅱ　各地域組織での研修会
〇 鯨岡峻氏を講師とした「子どもの心の育ちを支える」ための研修会が、広島市（2018年

５月14日）、福岡市（2018年８月30日）、岡山県（2018年10月19日）、大阪市（2018年11月
28日）の４か所にて開催されました。

②　第44回保育総合研修会第９分科会
　　保育者の育ちを支える─子どもの心の育ちを支える園になるために
　　（講義・実践事例発表・グループディスカッション）
　　　講師：大豆生田啓友氏（玉川大学教授）
　　　発表者：吉岡善美先生（白百合愛児園園長）
　　　　　　　山﨑勇太先生（みんなのとっぽ保育園保育士）
　　　　　　　井手元信先生（第二みみょう保育園副主任保育士）
　　　　　　　木谷千恵先生（第二みみょう保育園保育士）
　　　参加人数：121名
③　誌上シンポジウムの開催
　子どもの育ちを支える運動として、活動内容等を誌上シンポジウム（対談）という形式を
通し、会員に伝えていきます。保育の質の向上を図り、子どもの育ちを支える社会の実現を
目指すため、玉川大学・大豆生田啓友氏と全私保連常務理事・平野弘和氏の対談を行いまし
た。内容は、「保育通信」2019年６月号に掲載します。

《実施内容》2019年３月７日開催／於：東京都・全国保育会館
　テーマ：主体的な遊びから学ぶ保育へ
　対談者：大豆生田啓友氏（玉川大学教授）
　　　　　平野弘和氏（全私保連常務理事）
④　子どもの育ちを支える保育リボンの取り組み
　各ブロックでの研修会や全国大会などで、「子どもの育ちを支える運動」の趣旨を説明す
るとともに、引き続き運動のシンボルとしての保育リボンバッジを販売し、PRを行いまし
た（2018年度販売個数419個［3/31現在］）。



平成30年度事業報告 53

⑤　第13回食育推進全国大会（主催：農林水産省・大分市、於：J:COMホルトホール他）にブー
ス出展

　2018年度は、初めての試みとして全私保連と日本保育協会の共同ブースを設けることに
なり、大分県私立保育園連盟と日本保育協会大分県支部が一緒に企画・運営を行いました。
保育施設における四季折々の食育活動や行事食を中心に写真やコメントで紹介する展示物、
自由に遊びながら「食」に興味を持ってもらえるように、食育遊びのコーナーを設けました。
　・2018年６月23日(土) ～24日(日)開催、来場者数 約33,500人（主催者発表）。
　・「保育通信」11月号に報告を掲載。
⑥　民間企業との連携
○「子どもの育ちを支える運動」に賛同していただいているプロバスケットボールチーム東

京エクセレンスへ表敬訪問を行い、今後の連携について検討しました。
○その他、保育リボンを活用した企業等との連携について準備を進めています。
○ 子どもの森づくり運動や野外教育事業所ワンパク大学など自然に関わることからも、「子ど

もの心の育ち」につながるアピールができないか検討しました。…【この項目のみ、公益事業１】

⑦　全私保連運動推進委員会の開催
　2018年4月27日・５月21日・7月23日・８月27日・９月25日・11月19日・12月25日
　2019年２月19日・３月７日

◎全私保連運動推進委員会構成メンバー
　委員長　　岡村　斉（福岡県保育協会）
　副委員長　山口孝子（岡山県私立保育園連盟）
　委員　　　石田雅一（東京都民間保育園協会）
　委員　　　伊藤唯道（広島市私立保育園協会）
　委員　　　谷口瑞石（滋賀県私立保育園連盟）
　委員　　　大友潤一（秋田県民間保育協議会）

９　広報活動事業…【公益事業４】

(1)　2018年度広報部事業活動を振り返って
　2018年度は、2017年度から合同会議を重ねてきたIT委員会と合併して総勢12名全員で、
保育通信部門とあおむし通信部門に取り組んできました。
　「保育通信」は年間12回定期発行することができました。2017年度に続き、月初めの発行
日は、外部原稿の遅れや広告挟み込みの不具合など、予期せぬ外部事情で若干遅れた号を除
いて、遵守することができました。数年前に広告の見直しを行い、ページ数の余裕を図りま
したが、ほぼ毎号64ページのボリュームで、時期的に掲載しなければならない原稿が重なり、
80ページの月号もありました。年間を通じて、本連盟の基本姿勢、会員の視点に立った広
報活動の充実を図ることに努めました。
　また、全国私立保育園研究大会・保育総合研修会等の取材報告など、2018年度も全部員
で力を入れて取り組んできました。さらに、各部員がFacebook（Fb）に記事を即時にあげ
るなど、ITの速報性と公益性を活用してきました。
　東日本大震災発生から８年目を迎えましたが、その後の実態や復興の現状など、組織部が
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岩手県５か所の保育園を訪問する際に同行し、取材記事として３月号（No.768）で報告し
ました。被災地への応援メッセージは３月号（No.768）でいったん終了しましたが、今後
はHPあおむし通信で被災地の人々の思いや支援の取り組みの記事、熊本地震や西日本豪雨
など各地の自然災害の状況に関連した記事と合わせて、長期的な視野に立って今後も継続的
に広く社会に向けて発信していく予定です。
　また、HPあおむし通信に関しては、保護者や一般の方が見やすく検索しやすいようにトッ
プページのレイアウトやリンクボタン等の変更を行いました。さらに、「保育通信Web版」
として「生き物、植物との付き合い方」や「手記・保育国際貢献の旅」など、本誌からの連
載やWeb版オリジナルのコンテンツを今後も充実させていく予定です。
　2018年度は、合同初年度ということで、会議での検討事項が多く、他の専門部等との合
同会議ができませんでした。2019年度以降は各専門部等との合同会議を開き、「保育通信」、
HPあおむし通信の内容の充実はもとより、連盟全体の活動の活性化に努めていきたいと考
えています。
　また、IT委員会がこれまで進めてきた、事務費用の削減、会議資料のペーパーレス化に
も取り組み、パソコンやタブレットを用いて、会議等のペーパーレス化を進めてきました。
一部の原稿や資料を除き、ほぼ部員全員がペーパーレス化に対応する体制が整いました。
　編集作業の委託は、2018年度も有限会社ポラリスと法人契約を結びました。2019年度は
消費税分の増額分など、委託料を見直す必要があると思われます。
　また、2019年度から部員の構成を、各ブロックから１名、研修、取材等の多い関東ブロッ
クと部長の在籍する近畿ブロックからは２名という構成になり、2018年度末で５名が退任、
2019年度１名が着任し、８名での新体制で広報活動に取り組むこととなりました。
　今後も各専門部等と連携を図り、保育内容に関わる特集や連載の企画、取材に力を入れる
とともに、会員園からの保育の様子や、子育ての楽しさが広まるような記事の掲載に努めま
す。さらに、会員園の園長、保育士、職員のみならず、保護者や一般の子育て家庭を対象に
した記事の掲載や発信にも、公益社団法人としてHPやFbを活用しながら取り組んでいきま
す。

(2)　機関紙「保育通信」
①　機関誌「保育通信」の編集・発行
○毎号64～80ページで年間12回、月初に発行しました。
○連盟の事業活動や、保育制度・行財政関係など保育界の動向が適切・迅速に会員に届けら

れるように誌面の充実を図り、「保育通信」編集基本方針の下、特集・連載等の企画に取
り組んできました。

○ 2018年４月号より、表紙・裏表紙を通年カラー印刷、連載ページのレイアウトの刷新を、
また、配送の際のラッピングフィルムのデザインも刷新しました。

［東日本大震災・2016年熊本地震の震災や各地の災害をめぐって］
○東日本大震災をはじめ、熊本地震、各地で相次ぐ自然災害の状況に関連した報告や取材記

事、復興支援の記事を継続して掲載しました。
○「東日本大震災・2016年熊本地震応援メッセージ」は各専門部等が執筆を担当し、４～

2019年３月号に掲載しました（計11回）。…2018年度で終了
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○レポート：東日本大震災から８年 復興は、本当にどうなっているのか（19年３月号）
［保育所保育指針改定に関する記事］

○連載「改定『保育所保育指針』を読んで」（４～７月号・９～10月号／計６回）
［単発記事］

○水防災―保育園で備えたいこと（７月号）
○消費税に軽減税率を導入〔多段階税率の導入〕について（12月号）
○小特集：国が進める「幼児教育・保育の無償化」をめぐって（19年２月号）

［保育・子育て総合研究機構委託調査研究］
○委託調査研究の中間報告（５～８月号／その１～４・計４回）

［継続連載①］…2019年度も継続予定
○「学びの物語の保育実践」再論（４～19年３月号／第21～29回・計９回）
○目には見えないもの「心」を育てる 保育の力（４～19年３月号／第34～45回・計12回）
○保育園での食育実践講座（４～19年３月号／第13～24回）
○「問い」から始める保育と教育（４～19年３月号／第９～20回）
○「非認知」的な心の揺籃（ゆりかご）としてのアタッチメント（４～19年３月号／第５

～16回）
［新連載］

○ 子ども・子育て支援制度改定５年後の制度見直しに向けての課題と論点（４～19年１月
号／第１～10回）

○「保育する」営みはなぜ難しいのかを考える（４～19年３月号／第１～12回）
　…2019年度も継続予定
○園庭、散歩先で生き物、植物との付き合い方（４～19年３月号／第１～12回）
　…2019年度はHPあおむし通信で継続予定
○一人ひとりを大切にする具体的な保育（７～19年３月号／第１～９回）
○自然が持つ保育力を生かす（10～19年３月号／第１～６回）
○子どもと大人が育ち合う園風土を目指して（19年２～３月号／第１～２回）
　…2019年度も継続予定
②　「保育通信」取材活動について
○６月４～６日　第61回全国私立保育園研究大会（名古屋市／８月号掲載）
○ 2019年１月23～25日　第44回保育総合研修会（神戸市／2019年４・５月号掲載）
③　「保育通信」広告について
○ 2017年度に引き続き、「保育通信」広告封入契約を交わして広告掲載事業を行い、本誌定

期掲載広告をはじめ、封入広告は44件の申込みがありました。
④　「保育通信」の各園での活用をめざして
○「各保育園の職員会議・園内研修での活用のお願い」として、「保育通信」２冊目購読を

年間購読料（6,480円）の半額・3,240円に会員特典として割引することを行いました（2013
年度から継続）。

⑤　その他
○「保育通信」バックナンバーを随時あおむし通信の会員専用ページで公開しました。
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(3)　HPあおむし通信
①　HPあおむし通信の企画・運営・推進
○毎月の定例会議でサイト内容の検討、意見交換を行い、トップページの構成の見直しを図

りました。
［新規掲載］

○ 保育三団体「大阪北部を震源とする地震および平成30年７月豪雨（西日本豪雨）にかか
る保育三団体被災地支援募金ご協力のお願い」

○青年会議「真備レポート」
○広報部「手記・保育国際貢献の旅」

［継続掲載］
○研修報告の掲載、行政関連資料、保育通信、全私保連ニュース、保育単価試算表、子育てメッ

セージカード等を一般、会員ページに公開し、積極的に情報提供に努めました。
○会員向けに更新状況、研修案内など月１回程度配信を行いました。
②　Facebookの活用
○ Facebook活用して保育に関する情報を発信し、ホームページとの連携を図り、子育て、

保育関係者を主体に保育関係者以外へのつながりも図りました。
　ⅰ 会長と組織部の東日本被災地訪問に帯同し、活動をアップしました。
　ⅱ 全国私立保育園研究大会および保育総合研修会内容を即日アップしました。
　ⅲ 調査部「ノンコンタクトタイム調査」の情報を共有・連携し、発信を行いました。
③　HPあおむし通信アクセス解析
○ 2018年度　１か月間の平均アクセス数　26,803件
④　HPあおむし通信バナー広告
○ 2017年度に引き続き、HPあおむし通信広告契約を交わして広告掲載事業を行い、６件の

申し込みがありました。

(4)　広報部会の開催
　2018年４月５日・５月11日・６月20日・７月19日・８月２日・９月10日・10月２日・
 11月１日・12月６日　2019年１月11日・２月12日・３月18日

◎広報部構成メンバー
　部長　　村井祐昭（京都市保育園連盟）
　副部長　伊藤　賢（埼玉県私立保育園連盟）
　部員　　河野和昭（東京都民間保育園協会）
　部員　　富岡孝幸（東京都民間保育園協会）
　部員　　鷲尾道子（秋田県民間保育協議会）
　部員　　藤田圭典（岡山県私立保育園連盟）
　部員　　相山　慈（島根県私立保育園連盟）
　部員　　吉田　久（岡山県私立保育園連盟）
　部員　　藤井威郎（千葉市民間保育園協議会）
　部員　　岩渕善道（福岡県保育協会）
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　部員　　河瀬洋行（岐阜県民間保育園・認定こども園連盟）
　部員　　山田裕宇記（千葉県民間保育振興会）

10　会員サービス・安全管理等の活動事業…【収益事業等】

(1)　2018年度事業部事業活動を振り返って
　事業部の２本の柱である園児総合共済制度（キッズガード・ちびっこくらぶ）と「ほいく
のほけん」の２事業については、地域組織の強力な推進活動と保育施設の増加や保育園児数
の増加を追い風に拡大することができました。
　これまで通り、全私保連独自の保険金支払指針により、公平感とスピード感のある事故対
応を行う体制を整えるとともに、事故防止と事故後の対応では、『ほいくリーガルサービス』
による、各ブロック担当弁護士との電話相談の利用拡大、保険金支払指針運用管理委員会に
よる事故対応の第三者機関チェックによって利便性を重視した運営を実現できました。
　「ほいくのほけん」については、充実計画策定に対応する補償を設定、また小規模保育所
等の施設形態にも対応した一元的な改定を行い、他保険制度との差別化を図り新規採用が伸
びました。次年度に向けては、セットプランでの賠償範囲の拡大や補償額拡充の他、レク
リエーション保険を新たに設定し、年間の行事におけるリスクに対応しました。引き続き、
制度変更や判例に迅速に対応した改定を継続し、加入施設に安心して継続いただける取り組
みを継続していきます。また、「やくいんのほけん」については、法人役員個人への賠償リ
スク対応商品として評価をいただきました。今後もより多くの法人で採用いただけるよう、
掛金の見直しを行うとともに、地方代理店での取り扱いを開始し、より多くの法人にきめ細
やかにお届けできることとしました。「キッズガード」については、地方代理店との協力関
係の再構築を行うとともに、安全情報の提供や研修講師派遣など内容刷新と併せて職務災害
トータルプランの提案を行うこととしました。
　地域組織との連携に関しては、上記の商品改定に伴う商品内容の理解や比較がしやすいよ
う、保険商品チェックリストやリーガルサービスの利用案内配布機会を増やしました。また、
地域組織に向けた通年の事業部活動に必要な書類や商品改定のポイントを一冊にまとめた
マニュアルを新たに作成し、全国事業部長会議にて配布しました。これらによる円滑な地域
組織活動と利用率の向上を支援する取り組みを継続します。
　一方、導入加速を計画していたICT商品「きっずノート」については、12月26日付で供給
元の三井情報株式会社から本事業からの撤退の通知によって新規受付を停止、本事業の見直
しを決定しました。現採用施設ならびに利用者への影響に配慮し、事業の引継およびデータ
の維持管理についての検討を進めました。詳細が決定次第、お知らせすることとしています。

(2)　各研修会・事業活動実績
①　園児総合共済制度等への加入促進
○ 園児総合共済制度（キッズガード・ちびっこくらぶ）の加入者数は、102,348人（前年実

績101,342人）となりました。
②　保育施設における事故防止策と事故後の対応策の推進
○セーフティープログラム研修へ講師を派遣しました。
○施設内の事故や保育施設内においておこる問題を弁護士に電話相談できる『ほいくリーガ
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ルサービス』の周知と利用拡大のため、電話相談窓口を記した案内を全施設に配布しまし
た。

○「ほいくリーガルサービス・弁護士による危機管理研修」の周知のため、全国研修部長会
議においてPR時間をいただき、研修での利用をお願いしました。

③　「ほいくのほけん」の推進
○ 全国50か所の地域組織を訪問し、「ほいくのほけん」説明会を行い、制度普及に取り組み

ました。
○保険金支払指針に基づき、園賠償責任保険に関し、より一層の公平感とスピード感のある

対応を進めてきました。
○「ほいくのほけん」専用の事故受付ダイヤルにより、迅速な対応を行ってきました。
④　「やくいんのほけん」の推進
○ 加入園拡大を目指し、「ほいくのほけん」と併せて各地で説明を行いました。初年度の動

向を勘案し、商品改定の検討を行いました。
⑤　全国事業部長会議の開催等
○全国事業部長会議（2018年10月29日～30日）　於：兵庫県神戸市
　　参加組織数　40組織
○事業部・ゼンポ営業推進会議　年間９回
○事業部・ゼンポ学習会（2018年７月３日～４日）
○全国ブロック担当弁護士会議（2018年８月２日）
⑥　全私保連書籍発行物の販売について
○ 2018年度の書籍購入は513冊ありました。

◎事業部構成メンバー
　部長　　山口千晴（東京都民間保育園協会）
　副部長　樋口　剛（滋賀県私立保育園連盟）
　部員　　松尾　竜（広島市私立保育園協会）
　部員　　坂田充彦（愛知県私立保育園連盟）
　部員　　鈴木靖志（札幌市私立保育園連盟）
　部員　　宮林佳子（東京都民間保育園協会）
　部員　　山本博文（北九州市私立保育園連盟）

11　青年会議活動事業…【法人管理】

(1)　2018年度青年会議事業活動を振り返って
　2018年度の青年会議は、幹事会・青年会議全国大会・特別セミナーを柱に据え、活動を
行いました。
　全国各組織の青年会議の代表が集まる幹事会を年４回、９月の神戸大会は646名の参加が
あり、２月の第14回特別セミナーは「社会福祉法人の存在意義─これからの可能性」をテー
マに、保育の垣根を超えて学び、議論を深め、保育者同士の絆やつながりを青年会議らしく
結び発信することができました。
　また、第61回全国私立保育園研究大会（名古屋大会）の分科会担当、札幌市で開催した
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第２回全国幹事セミナーをはじめ、ブロック大会、各部会の活動や、７月に西日本を中心に
広い範囲で起こった集中豪雨災害時の１か月後には岡山県真備町に入り、被災された園訪
問、自分たち自身で実際の被害状況を確かめ体験するため、災害ボランティアに参加するな
ど、地域を意識した活動も活発に行いました。これからも、次世代の芽が吹き蕾となり実を
結ぶような青年会議としていきたいと思います。

(2)　青年会議事業活動
①　第61回全国私立保育園研究大会（名古屋大会） 第15分科会
　2018年６月５日　於：名古屋国際会議場
　参加者：60名
　テーマ：保育施設と保護者が共有する子どもの育ち「保育の見える化」
　講師：田澤里喜氏（玉川大学教育学部准教授）
②　西日本豪雨支援活動
　2018年８月２日～３日　於：岡山県倉敷市
　参加者：会長、副会長３名
　内容：真備町ボランティア活動、真備かなりや保育園視察
③　第38 回全国私立保育園連盟青年会議神戸大会
　2018年９月13日～14日　於：兵庫県神戸市・神戸ポートピアホテル
　参加者：646名（県外423名、県内223名）（募集人数600名）
　テーマ：つなげる　CONNECT TO．．．
④　九州ブロック・福岡県大会（第５回九州保育三団体青年部研修会・福岡県大会）
　2018年10月18日～19日　於：ソラリア西鉄ホテル
　参加者：196名
　テーマ：『魁！青年塾』─集え！次代を担うリーダー達よ
⑤　東海北陸ブロック例会
　2018年10月29日　於：岐阜県・飛騨地域地場産業振興センター
　参加者：42名（県外30名、県内12名）
　テーマ：これからの保育施設のマネジメント─激動の保育界を生き抜くために
⑥　青年会議・第２回全国幹事セミナー
　2018年11月５日　於：北海道札幌市・札幌パークホテル
　参加者：30名（県外23名、県内７名）
　テーマ：第１部・放送教育の現状とICTの保育活用について
　　　　　第２部・コンサドーレの子ども育成支援
　講師：松本優雅氏（東月寒にれ保育園園長）、戸嶋義拓氏（株式会社コンサドーレ）
⑦　青年会議・幹事会研修会
　2018年12月19日　於：横浜市・横浜市健康福祉センター
　参加者：24名（県外19名、県内５名）
　講師：小林竜哉氏（福音館書店絵本研究室）
　テーマ：絵本で変わる、子どもと保育
⑧　第14回青年会議特別セミナー



平成30年度事業報告60

　2019年２月18 日～19日　於：東京都・浅草ビューホテル
　参加者：164名（募集人数150名）
　テーマ：社会福祉法人の存在意義─これからの可能性

(3)　幹事会・部会・役員会
①　幹事会　４回開催　2018年５月９日・９月13日・12月18日（臨時）　2019年２月18日
②　部会
○総務部　４回開催　2018年５月10日・11月６日・12月18日　2019年１月10日
○企画部　３回開催　2018年５月10日・７月４日・９月13日
　　　　　第14回青年会議特別セミナー打合せ　2018年10月31日・11月21日
○調査研究部　４回開催　2018年５月10日・12月18日　2019年１月15日・２月18日
○研修部　２回開催　2018年５月10日・８月８日
○広報部　３回開催　2018年５月10日・12月18日　2019年２月12日
③　役員会　７回開催　2018年６月25日・８月２日・11月５日・12月18日
　　　　　　　　　　　2019年１月22日・２月18日・３月４日
④　選考委員会　2018年９月13日

＊参考（2018年度幹事会：全国39組織）
　札幌市・岩手県・秋田県・山形県・茨城県・栃木県・千葉県・千葉市・東京都・横浜市・

静岡県・福井県・岐阜県・名古屋市・愛知県・三重県・滋賀県・京都市・大阪市・神戸市・
兵庫県・奈良県・鳥取県・島根県・広島市・岡山県・徳島県・高知県・北九州市・福岡市・
福岡県・長崎県・熊本県・熊本市・大分県・宮崎県・鹿児島県・鹿児島市・沖縄県

◎青年会議構成メンバー
　会　長　柘植信秀（名古屋民間保育園連盟）

　副会長　遠藤幸太（岩手県私立保育園連盟） 副会長　脇淵竜舟（岐阜県民間保育園・認定こど

も園連盟）

　副会長　藤田圭典（岡山県私立保育園連盟） 副会長　横山和明（宮崎県保育連盟連合会）

　副会長　国吉　敦（沖縄県私立保育園連盟）

　幹事　三間大輔（札幌市私立保育園連盟） 幹事　吉川誠治（秋田県民間保育協議会）

　幹事　伊藤直樹（山形県民間立保育園協議会） 幹事　松山圭一郎（茨城県民間保育園協議会）

　幹事　小髙　渉（栃木県民間保育園連盟） 幹事　田鎖美穂（千葉県民間保育振興会）

　幹事　山崎竜二（千葉市民間保育園協議会） 幹事　舘　盛人（東京都民間保育園協会）

　幹事　千葉桂介（横浜市私立保育園連盟） 幹事　伊藤　悟（静岡県保育連合会）

　幹事　出見隆顕（福井県保育同友会） 幹事　竹腰公見（愛知県私立保育園連盟）

　幹事　清水健太（三重県私立保育連盟）  幹事　川島昌世（滋賀県私立保育園連盟）　

　幹事　木原　圭（京都市保育園連盟） 幹事　新田篤志（大阪市私立保育連盟）

　幹事　髙野聖士（神戸市私立保育園連盟） 幹事　西垣浩文（兵庫県保育協会）

　幹事　國原智恵（奈良県民間保育園連盟） 幹事　柏木克仁（鳥取県子ども家庭育み協会）

　幹事　岩倉善光（島根県私立保育園連盟） 幹事　龍山　浄（広島市私立保育園協会）
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　幹事　大石智弘（徳島県私立保育園連盟） 幹事　氏原亜梨沙（高知県保育所経営管理協議会）

　幹事　橘原義晃（北九州市私立保育園連盟） 幹事　高木禎晋（福岡市保育協会）

　幹事　菊池　圭（福岡県保育協会） 幹事　吉岡　崇（長崎県保育協会）

　幹事　嵯峨淳心（熊本県保育協会） 幹事　鬼塚和典（熊本市保育園連盟）

　幹事　佐藤将考（大分県私立保育園連盟） 幹事　友岡善信（鹿児島県保育連合会）

　幹事　日高真琴（鹿児島市保育園協会）

12　組織強化活動・総務的活動事業…【法人管理】

(1)　2018年度組織部事業活動を振り返って
　本年度の活動報告として、４月に全国事務局長会議を開催し、日頃から全私保連の活動に
ご協力をいただいている各組織事務局へ情報発信を行いました。
　東日本大震災から７年が経過し、現在の復興状況や、地域の様子はどうなのか、今現在の
課題は何なのか、その様子を全国の会員の方々に伝えることを目的とし、2018年７月に岩
手県の陸前高田市・釜石市・大槌町・山田町において６施設を訪れ、メディアを通じては知
り得ない現状に触れる機会を得ることができました。
　また、隔年開催の幹部セミナー実施において、本年度は改めて「保育」という原点を振り
返り、子どもが育ち、人が育つということ、心の発達ということを趣旨に開催しました。併
せて公定価格の見直しに当たっての根拠となる経営実態調査について分析・検証し、タイム
リーな情報提供に努めつつ、各組織幹部との情報交換を行いました。
　2018年度は、頻発する自然災害に対し、全国の自然災害発生時の情報収集および情報共
有のため各ブロックの支援体制強化について、また、自然災害の備えと対応について引き続
き検討を重ねました。
　最後に、加盟園が増える中、個人会員や未組織地域に対しての組織作りについても情報を
収集し、組織化への推進を継続的に行う必要があります。

(2)　連盟組織活動
１　ブロック体制の強化・支援
①　ブロック単位の子育てに関する情報収集・連携を高める研修や公益的事業展開を進める

組織活動等に対する助成・支援を行いました。…【公益事業４】
○ブロック会議等の開催
　2018年
　４月７日　東海・北陸ブロック会議　　　於：愛知県
　４月９日　近畿ブロック会議　　　　　　於：神戸市
　４月12日　中国・四国ブロック会議　　　於：岡山県
　４月13日　九州ブロック会議　　　　　　於：北九州市
　４月16日　北海道・東北ブロック会議　　於：札幌市
　４月19日　関東ブロック会議　　　　　　於：東京都
　４月20日　九州ブロック会議　　　　　　於：福岡市
　６月13日　東海・北陸ブロック会議　　　於：東京都
　６月13日　九州ブロック会議　　　　　　於：東京都
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　６月14日　中国・四国ブロック会議　　　於：東京都
　７月20日　北海道・東北ブロック会議　　於：山形県
　８月６日　九州ブロック会議　　　　　　於：北九州市
　９月７日　中国・四国ブロック会議　　　於：鳥取県
　10月10日　関東ブロック会議　　　　　　於：静岡県
　10月11日　東海・北陸ブロック会議　　　於：岐阜県
　10月17日　北海道・東北ブロック会議　　於：青森県
　11月16日　関東ブロック会議　　　　　　於：静岡県
　2019年
　２月19日　近畿ブロック会議　　　　　　於：神戸市
　２月20日　東海・北陸ブロック会議　　　於：名古屋市
　２月22日　関東ブロック会議　　　　　　於：東京都
　２月27日　北海道・東北ブロック会議　　於：東京都
　２月28日　中国・四国ブロック会議　　　於：東京都
　２月28日　九州ブロック会議　　　　　　於：東京都
②　ブロックを中心とした加盟地域組織との連携強化のため、保育を取り巻く情勢報告等に

関する説明の機会として、総会・研修会等へ役員を派遣しました。
○情勢報告等の開催
　2018年
　４月９日　近畿ブロック会議 塚本常務理事
　４月25日　広島県私立保育連盟 総会園長理事長研修会 塚本常務理事
　５月７日　宮崎県保育連盟連合会 保育施設のリスクと保険・事故例等についての研修会
　 山本事業部員
　５月10日　徳島県私立保育園連盟 定期総会・民間保育園（所）長一泊研修会
　 塚本常務理事
　５月16日　青森県私立保育園協会 総会 塚本常務理事
　５月25日　島根県私立保育園連盟 研修会 塚本常務理事
　５月28日　札幌市私立保育園連盟 全園長会 塚本常務理事
　６月１日　滋賀県私立保育園連盟 定期総会 塚本常務理事
　６月21日　奈良県民間保育園連盟 定期総会 塚本常務理事
　６月28日　岡山県私立保育園連盟 経営セミナー 塚本常務理事
　７月11日　西宮市私立保育協会 園長研修会 塚本常務理事
　７月20日　北海道・東北ブロック会議 長田副会長
　７月24日　姫路市保育協会 移動例会 塚本常務理事
　７月27日　秋田県民間保育協議会 園長セミナー 長田副会長
　８月17日　帯広私立保育園連絡協議会 園長学習会 菊地副会長
　９月４日　秋田県民間保育協議会 危機管理セミナー 菊地副会長
　９月７日　奈良県民間保育園連盟 男性保育士（職員）研修・交流会

　片山保育・子育て総合研究機構研究企画委員会委員
　10月４日　道東３地区（帯広市、釧路市、北見地区）園長研修会
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　小林会長・菊地副会長　　
　10月16日　北海道・東北ブロック 保育研修会 塚本常務理事
　10月24日　秋田県民間保育協議会 園長セミナー 塚本常務理事
　11月28日　神戸市私立保育園連盟 園長研修会 塚本常務理事
　12月５日　兵庫県保育協会 民間施設長等研修会 塚本常務理事
　12月14日　九州保育三団体協議会 施設長特別研修会 塚本常務理事
　12月18日　千葉県民間保育振興会 地域情報交換会 平野常務理事
　2019年
　１月21日　千葉県民間保育振興会 地域情報交換会 平野常務理事
　２月13日～14日　福岡県保育協会 保育制度に係る研修会 塚本常務理事
　２月18日　大分県私立保育園連盟 危機管理研修会 本藤組織部員
　２月19日　近畿ブロック会議 塚本常務理事
　２月22日　釧路市私立保育園連合会 園長研修会 菊地副会長
　３月８日　奈良県民間保育園連盟 保育内容研修会

　ユリア保育国際交流運営委員会委員長　　
　３月13日　西宮市私立保育協会 園長研修会 塚本常務理事
　３月18日　兵庫県保育協会研修会 保育を取り巻く情勢研修会 塚本常務理事
③　会員施設増が進む中で、引き続き加盟地域組織と連携を取りながら会員園名簿データの

整備を進めました。
④　未加盟地域組織の連盟加盟については、それぞれの地域の事情を勘案した働きかけを行

いました。

２　総務の活動…【法人管理】
○ 2019年３月11日　政府主催の東日本大震災八周年追悼式に全私保連会長が参列しました。
○ 第61回全国私立保育園研究大会開会式において、全私保連精神の継承・発揚のため全私

保連表彰授与式を行いました。…【収益事業等】

３　組織部会の開催
　2018年４月10日・４月18日・５月21日・７月11日・８月20日・９月３日・11月７日・
 12月17日　2019年１月28日・２月20日・３月26日

４　諸会議の開催
○第56回定期総会　2018年６月14日　於：浅草ビューホテル
○理事会
　2018年５月30日（第182回）　2018年９月12日（第183回）
　2019年１月17日（第184回）　2019年２月28日（第185回）
○代表者会議
　2018年６月13日（第52回）　2019年２月28日（第53回）
○常任理事会
　2018年４月25日・５月14日・６月22日・７月17日・８月22日・９月６日・10月２日・
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 11月20日・12月13日　2019年１月９日・２月15日・３月６日
○事務局会議
　2018年４月４日・５月８日・６月７日・７月10日・９月５日・10月３日・11月６日・
 12月11日　2019年１月８日・２月６日・３月５日

◎組織部構成メンバー
　部長 福島ニール圭治（広島市私立保育園協会）
　副部長 松𥔎総一（千葉県民間保育振興会）
　部員 本藤　潔（熊本県保育協会）
　部員 岩倉善光（島根県私立保育園連盟）
　部員（組織改革担当） 伊東世光（名古屋民間保育園連盟）


